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チャネル ･パワー論の再検討 (2)

尾 崎 久 仁 博

IV チャネルパワー基盤とは何か- 代表的な見解の検討一

前号のⅢで見た如く,70年代以降のアメリカのチャネル ･パワー論の中では,

パワー基盤についての議論は実質的にほとんどなされていないといってよい｡

そのことは,それらのチャネル ･パワー論者たちが,もっぱら行動科学に依拠

して自らの理論的枠組を構築したことと無関係ではない｡たしかに,行動科学

の中にもパワー基盤概念は存在している｡しかし,行動科学という学問分野が

そういう債向をもつのかも知れないが,少なくともチャネル ･パワー論者たち

が依拠した50年代から60年代前半の行動科学のパワー論は,パワー基盤よりも

パワーの行使過程とその結果としてのパワー領域 ･範囲 ･強さ (パワ-次元)

に主たる関心があったl)｡ しかも,行動科学パワー基盤概念さえもがマーケテ

ィングに直接導入できる適切なパワー基盤概念かは疑問であるOたとえば,フ

レンチ-レイヴソのパワー基盤概念は,基盤 ･手頃 ･関係の混在した概念であ

った.したがって,70年代以降のアメ1)カにおけるチャネル ･パワー論の主流

が,パワー手段を背後で支えるパワー基盤に関心が薄かったのも不思議ではな

い｡そこで,本節では行動科学ではなく主として経済学に基づいてチャネル ･

パワーを論じたマーケティング論者の諸説を取 り上げ,その内容を検討するこ

1) 氏.A.Dahl,4TheConceptofPower'',BehavわralScience,Vol.2,July,1952,pp.201-

215;J.Harsanyi,"MeasurementofSocialPower,OpportunityCosts,andtheTheoryof

TwoIPersonBargainingGames",BehavioralScience,Vol.7January,1962,pp.67180;D･

Cartwright,"AFieldTheoreticalConceptionofPower",inD.Cartwright(ed.),Studiesin
SocialPower,1959,pp.183-220;H.D.LasswellandA.Kaplan,PowerandSociety,1950_
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とでパワ:基盤とは何かについて迫 りたい.

､(a) パワー基盤-市場構造 (売手 ･買手集中度)か

行動科学をチャネル論に導入する以前に,スターンは産業組織論を理論的基

礎としてチャネル ･コントT2-ル論を展開していた雪)｡ スターンは製造業者の

価格政策と売手 ･買手集中度との関連を,べイソによる売手集中の6分静 3) を

利用して,次に3つの場合で分析した｡

(1) 高位集中 (high concentration:gLィプⅠ- a)

(2) 中位集中 (moderateconcentration:タイプⅢ)

(3) 低位集中 (low concentration:タイプⅤ)

(1)の場合,製造業者のパワーは十分であり,価格維持政策の採用にとって理

想的な状況である｡しかし,そのように製造業者が圧倒的なパワーをもつのは､

通例というより例外であり,しかも,小売業者のパワーの増大とともに製造業

者の地位は弱められ,価格維持能力も減退させられる,とする｡

(2)の場合,双方独占が通例的であり,製造業者の独裁は消え妥協が必要とな

る｡組合を鮭織する中小小売商は,製造業者からの価格維持凌望むときと望ま

ないときがあり,他方,大規模小売商は競争者より安く売るためにできるだけ

低価格で仕入れることを目指している｡

最後に(3)の場合については,製造業者はほとんど全く独占的パワーを持たな

いので,価格を維持するために小売商と協調するかもしれないが,価格の統一

性を達成する仕事は困難である｡しかも,周辺的な中小企業が価格切り下げで

競争優位を追求するのを妨げることが難しいのでなおさらである｡

このように,スターンは売手 ･買手集中度という市場構造が製造業者の価格

決定パワーの基盤であると考えた｡しかし,その反面,彼は経済理論,この場

合産業組織論によるチャネル論のアブ.2-チの弱点にも気づいていたoすなわ

2) LW.Stern,"EconomicFactorslnEuencingManufacturers'DecisionsConcerningPrice
Mail1tenanCe'',JournalofRetailing,Vol.41,Spring,1965,pp.30-37,55.

3) J.Bain,Industrial0rganiR:ation,1959,pp.1241133(宮沢健一監訳 『産業組織論』1979).
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ち,売手 ･買手間の交渉の状況における主要な決定国として価格操作に過度に

焦点を集中し,その他の要素を軽視してしまうという経済理論の欠点が指摘さ

れている4)0

では,パワー基盤-市場構造とするのは有効だろうか｡次の3つの点で問題

がある｡

まず最初に∴ある製造業者を主体にして考えると,売手集中度とはその企業

の親横と競争企業の数と親模分布で表すことができる｡ここでの規模とはマー

ケット･シェアのことである.したがって,売手集車度は主体的要田としての

焦点企業のマーケット シェアと環境要因としての競争企業のマーケット･シ

ェア分布と言いかえることができよう.マーケット･シェアはたしかにチャネ

ル ･パワーの基盤として作用するOたとえば,マーケット･シゴアが高ければ,

洗横の経済,経験効果によってコス トを引き下げることができ,競争企業や買

手にパワーを発揮する能力を保有できる.しかし,マーケット･シェアそのも

のがパワー基盤かどうかは疑問であるOむしろ,マーケット･シェアを獲得 ･

維持する企業の生産能力 ･販売能力にまで遡る必要があると思われる｡という

のは,マーケット シェアをどれだけ保有しているかがその企業の生産能力 ･

販売能力に影響を及ぼす面はたしかにあるが,それよりも逆の方向の影響関係

ほうが基本的だからである｡以上のことは,売手集中度に買手集中度を加えて

も同様である｡

第二に,産業の集計水準の問題があるO石井淳蔵氏も指摘するように5), 集

中度は産業の集計水準によって大きく変化するし,さらに,産業融合,事業の

定義,一産業内のミニ業界ということがクローズ ･アップされてくることによ

って,産業の集計水準を決定する有効な基準が兄い出しにくくなっている｡

第三に,産業組織論の市場構造は売手 ･買手が一段階しか含まれていないが,

4) L W.Stern,`̀ChannelControlalldIJlterOI･ganizationManagement",inAMAProceed-
ings,P.D.Bennett(ed.),MarketingandEconomicDevelopment,1965,pp.655-665;LW･
Stern,"TheConceptofChannelControl",JouT･nalofRetailing,Vol.43,Summer,1967,
pp.14-20,67.

5) 石井淳蔵 『日本企業のマ-ケティ./グ行動』1984,193-219ページQ
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チャネル論ではたとえば,製造業者一卸売業者一小売業者一消費者というよう

に売手 ･買手の複数段階を含める必要がある6). とりわれ 小売業者-消費者

の市場を枠組からはずしている点を改善しなければ,チャネル ･パワーを諭ず

ることはできない｡

(b) パワー基盤-販売 ･仕入依存度か

風呂勉氏は,マーケティング･チャネル問題の史的経緯と理論的整理を商業

資本論に依拠して展開した後,チャネル交渉論を試論的に提起した7)｡ チャネ

ル交渉力が本稿でいうチャネル ･パワーに他ならないが,チャネル交渉論を検

討する前に,それにいたる風呂氏の論理展開を整理しておきたい｡

興呂氏の考えるチャネル間蓮の史的経緯とは,1930年代以降のアメリカにお

けるフランチャイズ ･システムの展開過程で現れたチャネルの不安定性である｡

この不安定性を生み出す矛盾としては,

(1) フランチャイズ ･システムが販売業者の数を限定することが販売業者間

の競争を低める｡

(2) フランチャイズ ･システムにおける排他的専属性は一手販売権を代償に

している｡

(3) フランチャイズ ･システムは販売業者の自立性を極力制限する一方,経

済的負担を極力販売業者に転嫁することを意図する｡

の3つであるOつまり,販売業者数の限定,一手販売権の提供′販売業者に対

する不完全な統合が不安定要因として働き,チャネル間題の歴史的な現象形態

としておさえることができる,ということであるOそして,これを製造業者に

6) 田村正紀 ｢流通システムにおける勢力ー流通支配力概念における諸問題-｣『国民経済学報誌』

弟146巻第6号,1982,37べ-ジ;同 ｢流通システムへの産業組織論的アブp-チ-その批判的考

察-｣『国民経済類誌J7第150巻第1号,1984,23～25べ - ジ ｡

7) 風呂氏は日本におけるチャネル ･パワー論のパイオニア的存在であり,かつ,商業資本論とチ

ャネル交渉論とを盾合させようという画期的な試みを行った最初のチャネル論者である. 当時

(1960年代)のチャネル交渉論に関する議論の集大成として以下を参照のこと｡風呂勉 『マーケ

ティング･チャネル行動論』1968｡
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よる系列化政策の矛盾的性格として理論的に整理すると,

(1) 商人行動準拠ワクとの対立

(2) 商人獲得競争と系列化の不安定性

(3) チャネルにおける組織権限連鎖の断絶

となる｡

このように,チャネル間題のもつ矛盾を商業資本論のパラダイムに依拠して

歴史軌 理論的に描き出した風呂氏は, この矛盾的性格が個別企業のチャネ

ル政策に ｢いかなる難題をふきかけ, その難題のために, 製造業者がいかに

『高等な』チャネル政策の展開を要求されることになっているかを正確に呈示

する｣8)ために,従来のアメリカ･チャネル論を批判しつつチャネル交渉論へ

と論を進めた｡この交渉論の中で交渉力-チャネル ･パワ-が論じられているO

まず,風呂氏は交渉過程をブラック･ボックスとし,その交渉過程およびア

ウトプットに影響を及ぼすものを ｢同調化性向｣(propensitytocooperate)と

して概念化した｡同調化性向とは,同調することによって得られる期待利得と

同調することによって生ずる不可避的な期待損失の対比から導き出される販売

業者の同調化への性向のことである｡期待利得をEVA(expectedvalueagree一

ment),期待損失を EVD (expectedvaluedisagreement)とすれば,EVA/

EVD で表現される｡ この同調化性向は,製造業者の出す誘因と期待に対する

販売業者の評価に影響を与えることを通じて交渉過程に投入される｡道に,同

調化性向を決定するのは,EVA,EVDに対する当事者の評価であり,さら

に,EVA,EVDの評価に関する具体的要因は,販売業者から見た場合,プ

ラソド･ロイヤルティ,広告の強風 製品ライソ,マージン, .)べ- I,その

他の援助である｡しかし,風呂氏は,これらの要因に対する評価が製造業者に

対する ｢依存度｣(dependencylevel)に反映しているものと仮定して,依存

度を同調化性向を決定するものと見なしたのである｡したがって,依存度は,

同調化性向を通じて交渉過程に影響を及ぼす交渉力の源泉であるとされたと考

8) 前掲書,序3ページO
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図 3

(出所) 風呂勉 『マーケティング ･チャネル行動静』より｡

えてよいだろう｡同氏は以上をチャネル交渉の要因関連モデルとして図3のよ

うに図式化した｡

ここでの依存度とは,｢チャネル交渉開始時における製造業者,販売業者の

販売総高に占める相手方との取引高の割合｣9)である｡ゆえに,販売業者から

見た ｢仕入依存度｣,製造業者から見た ｢販売依存度｣ とに分けることができ

る｡交渉力の源泉-仕入 ･販売依存度ということになるが,これはチャネル ー

パワー基盤と言えるだろうか｡結論から言えば,仕入 ･販売依存度 はチ ャネ
㌔

ル ･パワー手段が販売業者によるパワー反作用を通じてパワー関係として現象

したものの一部である｡なぜなら, 1つには,依存度はチャネル交渉に臨む当

事者の同調化性向に直接影響を与えるとともに,交渉のアウトプットである同

調性水準によってあらたに決定されるものだからである｡ 2つには,依存度は

パワー行使側だけの概念,つまり潜在能力としてのパワー概念ではなく,パワ

ー行使側一被行使側聞の関係についての概念であり,3つには,依存度だけで

は販売業者の仕入の面のパワー関係が表現されているにすぎず,販売業者の坂

9) 前掲吾,220ページ｡
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売政策の両のパワー関係等が除外されているからである｡除外されても問題な

いのは,仕入依存度が販売業者の販売政策等のパワー関係を規定しているとき

だけである｡

このようなチャネル交渉力論に対する評価としては,

第一に,森下二次也氏の指摘の如く10),チャネル間題の歴史軌 理論的分析

が,交渉論の中に十分反映しておらず,そのため,政策的 ･手段的な色合いの

強い依存度をもって交渉力の源泉としている｡依存度を歴史的にL捉え直すこと

で,チャネル ･パワー基盤を兄い出すことが必要であるO

第二に,風呂氏自身も断っていることではあるが,同調化水準に影響を与え

るものは仕入 ･販売依存度だけであるという仮定そのものが疑問である｡前述

したように,製造業者-販売業者間の依存関係与も 仕入 ･販売量以外でも結ば

れる｡たとえば,販促ノウ-ウ,市場情報などに関しても依存 (パワー)関係

が存在する｡これらがすべて仕入 ･販売量に反映するという論拠が示されない

以上,仕入 ･販売度のみを同調化性向の決定因とするのは適切ではない｡

石原武政氏は,風呂モデルを継承しつつ,それを補強することで独自のモデ

ルを作りだした11)｡同氏は仕入 ･販売依存度を勢力基盤と呼び,さらにその依

存度を規定するものとして親模格差をあげ,製造業者にとっての多様化と全国

市場への展開の程度,販売業者にとっての取扱い商品の拡大と多店舗化の程度

図 4

(出所) 石原武政 『マーケティング競争の構造』より作成｡

10) 森下二次也 ｢書評 ･風呂勉著 『マーケティング･チャネル行動論』｣ 『経営研究』第100号,

1969,81べ-ジ;石原武政 ｢マーケティング･チャネル論の系譜｣京都ワークショップ 『マーケ

ティング理論の現状と課題』1973,207-212ページ｡

ll) 石原武政 ｢流通系列化の基礎条件｣『経営研究』第31巻第2号,1981,49-67ページ;同 『マー

ケテンィグ競争の構造』1982,210-217ページ｡
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が親株格差の内容であるとしている｡図式化すると図4のようになる0

この石原モテルは,規模格差という構造的要因を新たにモデルに組み込むこ

とで,風呂モデルの第一の問題点を克服したと言えよう｡それでもいまだ疑問

は残っている.すなわち,垂直的な規模格差をパワー基盤たる依存度を規定す

るものとした点で,水平的親模格差が中心の産業組織論的パワー基盤論よりチ

ャネル関係分析として有効だが,しかし規模の質的な内容についての考察は必

要ないのであろうか｡企業規模の質的な内容とは,経営資源の具体的な内容で

あるが,これをパワー基盤を分析するさいに必要とする根拠として次のことが

考えられる｡簡単に言えば,規模格差だけでは,中小企業が自分よりも造かに

大規模の企業に対抗し,時には優位に立ちつつ,巨大な企業へと成長していく

現実を説明できないということである｡この現実を説明するためには企業のた

んなる量的な大きさではなく,経営琴源の内容に踏み込んで,他社にない どの

ような重要資源をその企業が保有しているかを見なければならない｡そして,

この他社にないという場合,競争企業との比較あるいは水平的競争という面を

捉えておb,垂直的パワーを水平的関係から,A分析していることになる｡この

ことは,チャネル ･パワー革盤の問題を垂直的関係からのみではなく,寡占製

造企業の競争と協調のチャネル関係への影響という点からも検討の対象として

いることを示すものである｡それゆえ,チャネル ･パワー基盤を企業の規模格

差だけでなく,企業の鹿僕の内容である経営資源としても考察する必要がある

と思われる.この主張は,1)lJレが(くワーを経済パワー (economicpower)と

地位パワー (positionpower) の2形態に区別し両方でパワーを捉えるとした

見解12)と類似した点をもっているOというのは,経済パワーは最終的には資本

資源の集中化すなわち親模から生まれ,地位パワーは企業が置かれている位置,

椀能,活動などたとえば製退業者の新製品開発活動,小売業者の市場に対する

12) 氏.W.Little,"TheMarketingChannel:WhoShouldLeadThisExtra-CorporateOrgani-

zation?",.TournalofMarketing,Vol.34,January1970,pp.31-38(鴫口元輝訳 ｢マーケティ

ング･チャネル 誰がこの外部企業組織を1)-ドすべきか｣ 『消費と流通』新春1981,109-117
ページ)｡
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近接性から生まれる,とするからであるOただ, リトルが地位パワーの源を言

うとき製造業者と販売業者の検能を対比するという垂直的関係でのみ考えてい

るのに対し,経営資源の個性あるいは強みと弱みを重視する見解は,垂直 ･水

平的関係をともに考慮にいれている点で異なっている｡

石原モデルについて指摘できるもう1つの点は,風呂モデルの第二の問題点

を,仕入 ･販売依存度-パワー基盤とすることで解決したが,逆にそのことが

新たな問題を生ぜしめたということであるO仕入 ･販売依存度;パワー基盤と

することは,製造業者一販売業者間のパワー関係が基本的に仕入 ･販売依存度

で決定されるとすることを意味し,そのためパワー基盤たる依存度が直接その

他のパワ-関係を表現する必要がなくなり,風呂モデルの第二の問題点は解決

される｡しかし,仕入 ･販売依存度-パワー基盤と言えるかどうか疑問である｡

少なくとも,実際の仕入 ･販売依存度は比較的変更が容易であり,政策的色合

いが強い｡たとえば,規模の大小を問わず,経営能力に自信のある小売業者が

仕入依存度を政策的 ･手段約に操作しているケースは多く見うけられ畠｡した

がって,仕入 ･坂売依存度-パ7.-基盤とするより,企業規模格差-パワー基

盤とする方が,パワ-基盤を ｢勢力格差を発生させる構造的条件｣1さ)と規定す

る以上,妥当だと思われる｡規模格差-パワー基盤とした場合,前述のような

問題が発生するのではあるが｡

総じて,石原モデルは,(1)規模格差が(2)仕入 ･販売依存度を,さらに(2)が(3)

その他のパワー関係を決定するという関係を提示したと考えられる｡しかし,

(1)→(2),(2)→(3)といういずれの決定関係も,その他の決定要因が無視できない｡

したがって,石原モデルは現実をかなりの部分反映しているものの,よりいっ

そうの具体化 ･精教化が必要であると言えよう｡

(C) パワー基盤-特定的資源への投資の度合か

これまで産業組織論,商業資本論にそれぞれ依拠するチャネル論者であるス

13) 石原武政,前掲書,210ページO
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図 5

(出所) 中田善啓 『マーケティングと組織間関係』りよ作成｡

ターン,風呂氏,石原氏をとりあげて検討してきた.最後に,取引費用パラダ

イムを基礎としてチャネル論を展開している中田善啓氏のチャネル ･パ ワー

静14)をもとに,チャネル ･パワー基盤とは何かを明らかにしていきたい｡

図5は,中田氏のマーケティング･チャネルおよび交渉力 (=チャネル ･パ

ワー)に関する考え方の概要を示したものである｡図5に沿って氏のチャネル

論を見ていくことにしよう｡図5を構成する概念の中で中心概念は特定的資源

である｡特定的資源とは,汎用的資源とは違って市場取引を通じては移転不可

能な,企業に固有の生産要素であり,それゆえ, ｢準常資源のなかで,企業の

競争的優位性を確立し,競争相手との差別化の源泉となる資源｣15)である｡特

定的資源,汎用的資源の概念化の源はウイリアムソソの取引費用パラダイムで

ある｡その点で中田氏のチャネル ･パワー論は取引費用諭を1つの大きな柱と

しているといえよう.特定的資源は市場になじまず,市場で処分すれば大きく

減価するので,それへの投資は固定費用とは区別される埋没原価となる.この

ことはつぎの3つのことを発生させる｡

第一に,埋没原価は参入障壁を形成するので,製造業者 ･販売業者は少数と

なり,少数主体者取引のため準レソト (quasi-rent)が生じる｡第二に,少数

主体者間において,特定的資源への投資の程度が非対称的であれば,交渉力-

パワーの格差が発生する｡第三に,特定的資源への投資は埋没化しているので,

14) 中田善啓 『マーケティングと組織間関係』19860

15) 前掲香,27ページ｡
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その回収は最終市場の売買を通じてなされなければならないが,最終市場には

本来的に不確実性が存在するため市場危険が伴う｡

この準レソトの発生,交渉力-チャネル ･パワー,市場危険の三つがマーケ

ティング･チャネルの在 り方を決定することになる｡以上が中田氏のチャネル

に関する議論の概略である.次に,本節の論点であるチャネル ･パワーの基盤

を氏がどう捉えているかを摘出することにしよう｡

中田氏は取引費用パラダイムの問題点の一つとして, ｢取引主体の交渉力に

格差が存在する場合の取引様式の選択が無視されていること｣16)をあげて,こ

れを-マ-ソンの交換ネットワーク理論で描完しようとした｡-マーソソのパ

ワーー依存理論についてはⅢで述べたが,それと取引費用論を比較すると,節

者がパワー行使者によって媒介される目標へのパワー被行使者の動機の投下量

すなわちパワー行使者の保有する資源の価値およびパワー被行使者にとっての

取引代替数の二つを変数としているのに対し,後者は特定的資源つまり資源の

価値しか変数としていない｡しかも,取引費用論では,取引主体の双方が特定

的資源への対称的な投資を行っているので,取引主体問の交渉力格差のない取

引が行われている｡しかし,これは現実的ではない｡つまり, ｢各取引主塔は

異なった程度の特定的資源への投資を選択するので,特定的資源に対する依存

度は必ずしも同等であるわけではない｡｣17)また, 特定的資源への投資は準レ

ソトを発生させるが,取引代替数こそがこの準レソトの専有度を直接規定する

変数であるので,取引代替数も変数として考慮されるべきである｡したがって,

中田氏は取引費用パラダイムの特定的資源を中核概念としながらも,資源への

非対称的投資と取引代替数という依存度を表す変数を導入することによって,

取引費用パラダイムには欠けていた交渉力概念をとりこんだのである0

さらに,中田氏は交渉力格差を含んだ取引様式を分析し,それを流通段階へ

と適用した｡その結果が蓑2である｡ここではさきほどの,資源への投資の程

16) 前掲書,27べ-ジ0

17) 前掲書,37ページ｡
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表 2

製造企業(事業単位)の数 多数 〉 少数製造企業の交渉力大

霊莱の数 製造企業(事薫単位)の時宜警真宗議題の授資の程度 をし､または低水準 中水準 高水準

多数少数 I販売企業の交渉力大 香し､または低水準 市場取引 リベート制 販売地域ゐ制限または価格決定の.制限

中水準 競 合 ブラ ンドの 取りい の 制 限を伴 う複 合的を 系 列 化 専属的流通を伴う複合的な系列化

(出所) 中田菩啓,前掲書より｡

度およびその非対称性が製造企業,販売企業の特定的資源の投資の程度で,そ

して,取引代替数が製造企業,販売企業の数で表されているOこれら合計4つ

の要因が交渉力の大きさ,格差を決定する基盤であると考えられている｡しか

し,もう少し詳細に検討すると,氏は ｢取引の代替数の差札 取引主体が選択

する特定的資源への投資の程度の相違から発生する｡｣18)と述べていることから

察せられるように,取引代替数を特定的資源への投資の程度の相違に対する従

属変数としてみている｡それゆえ,氏にあっては,特定的資源への投資の程度

およびその非対称性がパワー基盤の中心であると言えよう｡

これまで中田氏のチャネルに関する議論の概略とチャネル ･パワー基盤につ

いての見解を紹介してきたが,これに対して次の2点を指摘しておきたい｡第

一に,パワー基盤として集中度や親横という量的なものをそのまま持ちだすの

ではなく,特定的資源への投資の程度の差という当該企業の強さの源泉を具体

18) 前掲書,37べ-㌔.
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的に分析しうる基準を提示した｡これは,集中度や親槙の質的な中身にまでメ

スを入れたものとしてきわめて興味深い考え方である｡

しかし,第二に,チャネル ･パワーを根底で支える特定的資源の具体的内容

が十分に論じられていない点で物足 りなさを感じざるをえない｡分析の抽象度

からしかたのないことかもしれないが,研究されるべき課題である｡そのさい

に経営資源論が参考になると思われる｡というのは,特定的資源のみならず汎

用的資源をも含めた一企業の全般的な資源を包括的に扱い,なおかつその中の

重要資源に特別の注意を払ってきたのが経営資源論だからであるOつまり,経

営資源論はパワー基盤の中心を占める企業の保有する資源について具体的な特

敬,性格を与えることに大いに貢献しうるのである｡中田氏も,パワー基盤た

る特定的資源と経営戦略およびそのもとで論じられる経営資源との関係を示唆

している19)｡たんにその関連性を示唆するにとどまらないで,パ ワー基盤と経

営資源とを結合させて論じてはどうだろうか｡そのような提案の是非を問うた

めには,試みにパワー基盤論に経営資源論を積極的に導入することが必要であ

るoLかし,それについては別稿に譲りたい｡

Ⅴ お あ り に

(1),(2)で行った議論を要約すると, Ⅰで札 本稿の課題として,日米におけ

るチャネル ･パワーに関する諸研究の検討を通じて現代寡占製造企業のチャネ

ル政策の分析枠組を構築する手がかりを見つけることが設定された｡Ⅱでは,

チャネル ･パワーの具体的な議論には入る前に,それに関する重要な概念の整

理がなされ,チャネル ･パワーの全体の構成が明らかにされたoその全体構成

をもとに,チャネル ･パワーの行使側の要因であるチャネル ･パワーの手段と

基盤とが,寡占製造企業のチャネル政策にとって中心概念であることが示され

たOこのチャネル ･パワーの手段と基盤に関する議論を詳細に検討したのがⅢ

･Ⅳである｡

19) 前掲書,25ページ｡
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まずⅢにおいて,アメリカでのチャネル ･パワーの手段 ･基盤論を系譜的に

おさえるなかで,結局はそれが手段論-と収赦してしまったことが明らかにさ

れた｡この検討によって,チャネル ･パワー手段を分析する手がかりとして,

チャネル諭の体系書におけるパワー手段論の位置付け,各論者が示しているパ

ワー手段の具体的内容,ディーラー ･-ルブス論の3つが得られた.さらにⅣ

では.アメリカ一.チャネル論のなかではあまり取 り上げられなか■ったパワー基

盤について,経済学的7ブローチからチャネル ･パワーを論じた代表的な見解_

を素材に検討を加えた.パワー基盤論として市場構造説,仕入 ･販売依存度説,

特定的資源への投資の割合説を考察していく過程で,パワ-基盤をより総合的

に把握するためには経営資源論が手掛かりとなることが示唆された｡

最後に,残された課題を示 し今後の展望としよう｡

第-に,本稿で得られた手がかりをもとに,寡占製造企業のチャネル政策を

分析しうるフレームワ-1クを構築することであるOその際注意すべきことは,

パワ-手段 ･基盤それぞれの分析だけでほなしに両者の関連をも明らかにする

必要があるということであるoそのことによってチャネル ･ノミワ-の主体的側

面を手段と基盤に分けることの効果が充分発揮できるのである｡そして,その

ようなフレームワ-クを,実証分析を通じて検証 ･修正するとともに内容豊か

なものとすることである｡

第二に,本稿ではパワーの主体的側面を中心に扱ったので,Ⅱの図2の右2

つ (パワー次元 ･反作用力とパワー関係)について詳しく論じることはできな

かった｡しかし,この2つはチャネル管理にも影響を及ぼすため,今後充分に

検討が加えられるべきである｡

第三に,チャネル ･パワーの行使を主として心理的な面から捉えたものとし

て影響モード (in且uencemワde)論20'があるが,これを図2との関係でどう見

20) T.Bonoma,`̀TowardaSocialAnalysisofConsumption:Buyer-SellerNegotiationsin

Context'',inA,Woodside,J.Sheth,andP.Bennett(ed.),ansumerandIndustrialBuy-

ingBehavior,1977,pp.345-353;野中郁次郎 ｢マーケティング 交換とパワー｣『消費と流通』

春 1978,61-71ページ｡
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るかという点である｡影響モードとは対人関係を利用 ･構築していく方法のこ

とであり,たとえば,脅迫,警告などがあるOただここで言えるのは,影響モ

ードの重視という最近のアメリカ ･チャネル論の-潮流21)紘,チャネル ･パワ

ーをより行動論的 ･過程的にとらえようとするものである,ということである｡

第四に,アメリカ･チャネル論において一時代を画したチャネル ･パワー論

の見直しが,経済学的観点から最近多くなされてきている22'｡この行動科学的

アプローチと経済学的アプローチとの関係というマーケティング論における古

典的ではあるが重要な問題28)を,流通チャネル領域でどのように解決するのか

が問われていると言えよう｡

(1988年 5月提出)

21) 代表的な論文としては,G.L FrazierandJ.N.Shcth,"AnAttitude-BehaviorFramework

forDistributionChannelManagement",JournalofMarketing,Vol.49,Summer,1985,pp･
38-48.

22) もちろん, 中田氏の見解もその1つであるが, 他にはたとえば次を参鳳 L W.Sternand

T.Reve,山DistributionChannelsasPoliticalEconomies:AFrameworkforComparative

Analysis",Jou7･nalofMarketing,Vol.44,Summer,1980,pp-52164;A.S･Achrol,T･Reve,
andL.W.Stern,"TheEnvironmentofMarketingChannelDyads:A Frameworkfor

ComparativeAnalysis'',JournalofMarkeiini,Vol.47,Fall,1983,pp.55-67･,高鳴克義 ｢垂

直的市場構造とチャネル ･システム｣ 『商経学叢』第34巻 第2号,1987.12.109･-132ページ｡

23) 田村正妃 『マーケティング行動体系論』1971,3-51ぺ-ジ等を参照O




